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2.1.7 アンケート等によるデータの収集・分析 
 

水質の改善や流量の増加といった量的な状態は観測により評価することが出来るが、その

結果得られた親水性の向上や景観の改善といった抽象的な面は数字で捉えることが難しく、

近隣住民や河川利用者等へアンケートを実施し、改善目標の設定あるいは改善状況の把握の

ための基礎資料とした事例が多い。 
また、水循環健全化のために重要な住民協働への認識や取り組み意欲について地域ごとの

状況を把握したり、住民のニーズを広く確認するツールとしても有効である。 
 
＜解説＞ 

(1) アンケート等により収集するデータ 

親水性や景観といった抽象的な事項は観測による数値化は困難なため、多くの事例でアン

ケートやヒアリング等を活用して情報を収集し、現状評価等に反映しています。 
また、施策検討や役割分担の検討の際には、住民が水循環の健全化にどの程度関心があり、

また住民協働への参画がどの程度期待できるのか、等を住民調査により把握した上で検討す

ることは、計画の実効性を高めます。 
このような用途を踏まえて、検討に資するデータを得られるような質問内容とすることが

重要です。 
 

(2) 既存事例の紹介 

住民基本台帳や電話帳による無作為抽出、あるいは自治体のモニター制度を用いてアンケ

ート対象を選定する場合が多いですが、水循環計画の調査として実施する場合は、「人口の少

ない地区も含めた、上流から下流に至る全体の意見」「将来の住民協働を支える若年世代の意

見」「日中だけ流域内で活動する勤労者の意見」等、出来るだけ多様な層を対象に意見を収集

することが望ましく、必ずしも無作為抽出が最適とはいえません。 
参考に最近のアンケート事例の概要を図 2-8 に示します。本調査は電話帳による無作為抽

出で実施した結果、回答者が各家庭の世帯主となった場合が多く、男性高齢世代への偏りが

見られました。 
検討工程上の時間的制約や関連主体の調査協力等の条件が整う場合には、教育・啓発の趣

旨も含めて地元の学校や生協等を通してアンケートを行う等の工夫により、若年世代や個々

の家庭のデータを幅広く取得し、データの質を高めることが可能です。 
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図 2-8 アンケートの事例 


